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トラック運送事業の働き方をめぐる現状
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①労働時間 全職業平均より約2割長い。 全産業平均より５％～10％低い。②年間賃金
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全産業平均より若年層と高齢層の割合が低い。
中年層の割合が高い。

③人手不足 全職業平均より約2倍高い。
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貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（議員立法）の概要 （平成30年法律第96号）
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トラック運送業の健全な発達を図るため、規制を適正化

時間外労働規制の適用（令和６年４月）を見据え、緊急に運転者の労働条件を改善

改正の目的

改正の概要

１．規制の適正化

参入要件を厳格化（欠格期間の２年から５年への延長や、資金力確保の厳格化等）

２．事業者が遵守すべき事項の明確化

定期的な車両の点検・整備の実施や社会保険料の納付等の義務づけ

３．荷主対策の深度化

トラック事業者の法令遵守に係る荷主の配慮義務や、国土交通大臣による荷主への働きかけの規定を新設

４．標準的な運賃

運転者の労働条件を改善し、持続的に事業を運営するための参考指標として「標準的な運賃」の制度を導入

【時間外労働規制が適用されるまで（令和６年３月）の時限措置】

【時間外労働規制が適用されるまで（令和６年３月）の時限措置】



標準的な運賃について （告示：令和２年４月24日）

元請け・下請けの関係 ⇒ 元請事業者の庸車費用等は考慮せず、 実運送にかかる原価等を基準に算出

車両費 ⇒ 環境性能や安全基準の向上を踏まえた車両への設備投資等ができるよう償却年数は５年で設定

人件費 ⇒ ドライバーの労働条件改善のため、全産業平均の時間当たりの単価を基準

帰り荷の取扱い ⇒ 帰り荷がないことを前提に実車率50％の前提で算出。

利潤 ⇒ 事業の持続的な経営のために必要な利潤を確保する観点から、自己資本に対する適正な利潤額を設定

運賃表の基本 ⇒ 貸切運送を前提に（１）距離制、（２）時間制の運賃表を設定

車種等の違い ⇒ 車格別（2t, 4t, 10t, 20t）にドライバン型のトラックを基準として算出

地域差 ⇒ 地方運輸局ブロック単位で運賃表を策定

運賃と料金の考え方 ⇒ 高速道路料金やフェリー料金等については運賃と別に収受

基本的な策定方針

適正な原価・利潤の確保

今後は、標準的な運賃を実勢運賃に反映させていくことが重要

標準的な運賃は、ドライバーの労働条件（賃金・労働時間等）を改善し、持続的に事業を運営するための参考となる指標
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標準的な運賃について （告示：令和２年４月24日）

平成30年改正後の貨物自動車運送事業法に基づき、運賃交渉力の弱い運送事業者の
適正な運賃収受を支援することを目的に、令和２年４月「標準的な運賃」を告示。
「標準的な運賃」では、運転者について全産業並みの給与、車両の更新期間５年、
一般的な利潤（自己資本金の10%）などの経営改善につながる前提を置いて、参考
となる運賃を示している。
運送事業者が自己の経営状況を踏まえて運賃を分析し、荷主との運賃交渉に臨むこと
が肝要。

STEP１ 標準的な運賃制度を理解する

STEP２ 自社で運賃を計算する

STEP３ 荷主と運賃を交渉する

STEP４ 運賃の事後届出を行う

標準的な運賃 届出までのプロセス

「標準的な運賃」を提示して荷主との運賃交渉を行った事業者は17%、「標
準的な運賃を考慮した自社運賃」を提示して荷主との運賃交渉を行った運送
事業者は35％。このうち、荷主から一定の理解を得られた事業者は33％、
交渉中の事業者は40％、理解を得られなかった事業者は25％。

標準的な運賃を考慮した自社運賃の原価計算について、32％が実施済み、
21％が計算中、47％が未実施と回答。

標準的な運賃の届出率：52.0％ （令和４年12月末時点）
（九州運輸局管内： 71.2％）

「ホワイト物流」推進運動セミナーやトラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会等
を通じて荷主等へ「標準的な運賃」の周知・浸透を図っているところ。
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令和4年3月国土交通省調査

金額や原価計算の方法などすべて理解していると回答した事業者は33%、金額について
のみ理解していると回答した事業者は43%、名称のみ知っている・聞いたことがあると
回答した事業者は20%。



標準的な運賃について （令和４年12月末時点 届出件数）
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※告示されてからの累計件数

支局
事業者数
（霊柩除く）
H31.3.31現在

件数 割合 支局
事業者数
（霊柩除く）
H31.3.31現在

件数 割合 支局
事業者数
（霊柩除く）
H31.3.31現在

件数 割合

札幌 1516 783 51.6% 新潟 707 553 78.2% 徳島 380 330 86.8%

函館 268 230 85.8% 長野 636 256 40.3% 香川 594 502 84.5%

室蘭 370 238 64.3% 富山 603 389 64.5% 愛媛 735 654 89.0%

旭川 410 284 69.3% 石川 741 377 50.9% 高知 422 383 90.8%

帯広 326 116 35.6%
小計（北陸信

越）
2687 1575 58.6% 小計（四国） 2131 1869 87.7%

釧路 276 191 69.2% 福井 477 315 66.0% 福岡 2229 1349 60.5%

北見 189 105 55.6% 岐阜 856 443 51.8% 佐賀 436 345 79.1%

小計（北海道） 3355 1947 58.0% 静岡 1546 1009 65.3% 長崎 428 367 85.7%

青森 796 451 56.7% 愛知 2893 1643 56.8% 熊本 688 603 87.6%

岩手 582 390 67.0% 三重 968 725 74.9% 大分 523 360 68.8%

宮城 1187 666 56.1% 小計（中部） 6740 4135 61.4% 宮崎 402 322 80.1%

秋田 340 253 74.4% 滋賀 503 363 72.2% 鹿児島 1006 722 71.8%

山形 364 211 58.0% 京都 974 723 74.2% 小計（九州） 5712 4068 71.2%

福島 988 665 67.3% 大阪 4402 2831 64.3% 陸運事務所 825 298 36.1%

小計（東北） 4257 2636 61.9% 兵庫 2210 525 23.8% 合計 56990 29629 52.0%

茨城 2258 723 32.0% 奈良 597 380 63.7%

栃木 1085 548 50.5% 和歌山 558 380 68.1%

群馬 1148 280 24.4% 小計（近畿） 9244 5202 56.3%

埼玉 3340 606 18.1% 鳥取 302 237 78.5%

千葉 2196 633 28.8% 島根 375 313 83.5%

東京 5012 1138 22.7% 岡山 1148 854 74.4%

神奈川 2535 611 24.1% 広島 1509 1182 78.3%

山梨 504 237 47.0% 山口 627 537 85.6%

小計（関東） 18078 4776 26.4% 小計（中国） 3961 3123 78.8%



標準的な運賃（燃料サーチャージの算出方法等）の新告示について
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(概要)
「一般貨物自動車運送事業に係る標準的な運賃について
(R2.4.24付)」において定められた「燃料サーチャージの算出方法
等」を、より広く関係者に周知することを目的に、その内容を「標準的
な運賃」の一部として新たに告示することとした。

国土交通省報道発表資料（R5.3.1) 国土交通省自動車局貨物課

⃝ 燃料サーチャージの収受は、荷主との関係でも浸透しつつあ
るが、燃料サーチャージの計算式等を標準運賃の告示とし
て位置付けることにより、普及を加速していく。

⃝ 燃油価格高騰下において、燃料サーチャージの届出をさせ、
燃料費の上昇を踏まえた適切な価格転嫁が可能となる環
境の整備を図り、運賃交渉を促進していく。

（燃料サーチャージの届出率）

（目的・効果）



働きかけ 要 請

※令和４年１１月３０日現在

勧告・公表

荷主対策の深度化

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

貨物自動車運送事業法改正法附則第１条の２に基づく荷主への働きかけ等

国交省HPの意見募集窓口、地方運輸局からの連絡、適正化事業実施機関との連携等により、国
交省において端緒情報を収集。事実関係を確認の上、荷主関係省庁と連携して対応。

荷主起因の違反原因行為の割合

対応内容 荷主数

要 請 ２

働きかけ ７２

「働きかけ」等を実施した荷主数

※ 荷主の行為が独占禁止法違反の疑いがある場合は、公正取引委員会へ通知

44.6%

12.4%

12.4%

9.1%

8.3%

2.5% 10.7%

長時間の荷待ち

依頼になかった附帯業務

過積載

拘束時間超過

無理な配送依頼

異常気象

その他
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荷主対策の深度化：要請の実施事例（参考）

〇「要請」日時 ～令和４年８月 （「働きかけ」日時～令和３年１月）

〇場 所 ～中部運輸局管内 〇荷主種別～製造業（発荷主）

〇違反原因行為 ～「長時間の荷待ち」

〇相談者からの申告内容
（令和２年８月、令和３年１月の申告内容）

● 納品先が納品日前日の午後にならないと分からないため、荷待ち時間が恒常的に発生している。

● 日常的に待機時間が発生しており、積込が遅くなっても到着時間が決まっているため、高速道路を利用して

も、休息８時間が取れない。

～ 令和３年１月、「働きかけ」を実施

～ 発荷主側が対策として、納品先からの注文締切時間を早め、納品日前日の午前中に出荷指示、積込をす

る体制の徹底へ

（令和４年5月以降の申告内容）
● 昼過ぎから待機しているが、夕方１８時ころの積込になるのが常。

● 積込待ちがかなり長くて、お昼に受付しても夜７時になる。

～ 国土交通省において調査を実施し、情報との整合性を確認

～ 令和４年８月、「要請」を実施

〇発荷主において、改善計画に基づいた各種取組（「入構時間の指定」など）に速やかに着手 8



荷主対策の深度化：適正化事業実施機関との連携強化

事務連絡
令和４年４月１９日

公益社団法人 全日本トラック協会
常務理事 藤原利雄 殿

国土交通省自動車局貨物課
トラック事業適正化対策室長

国と地方貨物自動車運送適正化事業実施機関のさらなる連携強化について

今後の地方適正化事業の実施にあたっては、下記の内容について留意の上対応されたく、地方貨物自動車運送適
正化事業実施機関に対して、同実施機関所属の指導員に周知徹底を図るよう周知されたい。

記

１．貨物自動車運送事業法（以下「法」という。）第３９条に基づく地方適正化事業の実施にあたり、巡回指導等におい
て、同法附則第１条の２に定める違反原因行為（法又は法に基づく命令に違反する原因となるおそれのある行為。以
下「違反原因行為」という。）を行っている疑いのある荷主等の情報収集に努めていただきたい。

２．とりわけ、現在、政府では、取引事業者全体のパートナーシップにより、労務費、原材料費、エネルギーコストの上
昇分を適切に転嫁できるよう必要な取組を進めているところである。荷主等が貨物自動車運送事業者から、こうしたコ
ストの上昇分を運賃・料金に反映することを求められたにもかかわらず不当に据え置くことは、違反原因行為にあたり、
法附則第１条の２に基づく働きかけ、要請、勧告・公表の対象となる行為であることから、このような行為に関する情報
収集にも努めていただきたい。

３．国土交通省においては、相談窓口及び目安箱を設置し、荷主等の違反原因行為の情報収集に努めている。地方
実施機関の巡回指導実施に際して、国土交通省の取り組みを紹介し、事業者から違反原因行為の情報が提供され
た時は、添付の様式により毎月開催される定例会議等で管轄運輸支局等に報告いただきたい。（添付の様式 （略））
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適正な運賃収受のための荷主周知活動：政府による総合経済対策
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コロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急対策(2022.4.26)(抄)

Ⅲ.新たな価格体系への適応の円滑化に向けた中小企業対策等

●賃上げ・価格転嫁対策

「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」に基づき、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分
を適切に転嫁できるようにし、賃金引上げの環境を整備するため、関係省庁や下請事業者から広範囲に情報提供を受け付け、独占禁
止法上の「優越的地位の濫用」や下請代金法上の「買いたたき」などに対する取締りを強化するなど、取引適正化の取組を進める。

３月の「価格交渉促進月間」のフォローアップ調査を通じ、価格協議・価格転嫁の状況について業種別に公表するとともに、状況
の良くない個別の企業に対して、下請中小企業振興法に基づく「指導・助言」を実施する。

物流の各分野(貨物自動車運送業、内航海運業、倉庫業等)において、燃料等の価格上昇分が適正に運賃・料金に反映されるよう、
荷主等への周知及び法令に基づく働きかけ等を徹底して実施し、安定的な経営を支援する。

物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策(2022.10.28)(抄)

３.継続的な賃上げの促進・中小企業支援

(２)中小企業等の賃上げの環境整備
①中小企業等が価格転嫁しやすい環境の実

中小企業等が賃上げの原資を確保できるよう、労務費、原材料費、エネルギーコスト等のコスト上昇分の適切な価格転嫁に向けた環
境整備を進める。

具体的には、公正取引委員会等の執行体制を強化するとともに、転嫁拒否行為を行っている事業者に関して、独占禁止法に基づき企
業名を公表する。また、独占禁止法や下請代金法上問題となる事案については、命令・警告・勧告など、これまで以上に厳正な執行を
行う。また、価格交渉促進月間に基づく親事業者への指導・助言の更なる実施とその実効性を高めるための踏み込んだ情報開示ととも
に、パートナーシップ構築宣言の推進や中小企業・小規模事業者の価格交渉力強化等に取り組む。

・トラック運送事業、内航海運業及び倉庫業に係る燃料等の価格上昇分を反映した適正な運賃・料金収受に関する周知及び法令に基づ
く働きかけ等の実施(国土交通省)



燃料価格の上昇に対する国土交通省の対応（トラック関係）
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「燃料費を含む適正な運賃の収受」という基本的考え方に基づき「標準的な運賃や「燃料
サーチャージ」の導入等により、燃料価格上昇分を反映した適正な運賃等への見直しを行
うよう、荷主企業に理解と協力を呼びかけ。
具体的には、以下の対応を実施。（R4.10.5現在）

○荷主関係団体（約1,000団体）あて要請文書を発出（R3.11.10）
○荷主企業（約45,000社）あて要請文書を全ト協と連名で発出（R4.1.21）
○運輸支局長等による荷主団体、荷主企業への訪問（125回）
○各県の取引改善協議会やホワイト物流セミナー等を通じた周知（137回）

①荷主への周知・広報の強化

※荷主向け
パンフレット

※荷主企業を訪問し、要請文書
を手交する運輸支局長

②相談窓口の設置

トラック事業者が、燃料費の上昇分への運賃等への反映について相談ができるよう、国土交通本省、地方運輸局、運輸支局に、
全国で合計６４の相談窓口を新たに設置するとともに、国土交通省目安箱（web）にも意見募集の対象として燃料価格に関する事
項を新たに明記

○R4.10.5現在、計35件の相談に対応

③荷主働きかけ等の法的措置

燃料費の上昇分を運賃等に反映することを求めたにもかかわらず不当に据え置くこと
は、独禁法の違反（買いたたき）等になるおそれがあるとともに、改正貨物自動車運
送事業法に基づき、国交省による荷主への働きかけや、要請、勧告・公表等の対象
にすることとし、この点につき、関係省庁等と連携して対応。

○R4.10.5現在、上記の相談に基づき、７件の働きかけを実施

働き
かけ 要請 勧告・

公表

違反原因行為を荷主が
している疑いがあると
認められる場合

荷主が違反原因行為をし
ていることを疑う相当な

理由がある場合

要請してもなお改
善されない 場合

＜貨物自動車運送事業法附則第１条の２に
基づく荷主への働きかけのフロー＞

※燃料サーチャージに関する相談・意見・質問等：25件、運賃交渉に関する相談・意見等：９件、燃料価格に関する意見：１件

※運賃・料金や運送条件に関する運送事業者との交渉に応じるよう働きかけ：７件（東北、関東、中部、中国、九州運輸局管内）

○R4.10.5現在、中小企業庁と連携し、下請中小企業振興法に基づき助言（注意喚起）を実施
※元請運送事業者に対して下請事業者との価格転嫁や価格交渉を適正に行うよう助言

※ 荷主の行為に独占禁止法違反の疑いがある場合は、公正取引委員会へ通知

適正な運賃収受のための荷主周知活動
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【集計期間：R4.1月～2月、有効回答数：運送事業者984社】

46.8%

39.3%

11.3%

2.7%
【実運送→荷主･元請】

価格改定等行った

価格交渉しなかった

価格交渉したが、
改定に至らなかった

適正取引相談窓口（国交省）

・以前断られた、言い出しにくい。
・荷主も原価が高騰している。
・過去交渉して仕事量を減らされた。
・価格が下がった時、値下げ交渉される。
・仕事を失う可能性がある。
・交渉まで手が回らない。
・自社の準備不足
・安く仕事を取る他社に仕事を取られる。
・今後交渉する予定。

交渉に応じていない場合
「働きかけ」等の法的措置
（国交省）

公正取引委員会、中小企業
庁による価格転嫁対策

価格交渉しなかった主な理由 【国交省等の取組み】

燃料高騰による価格転嫁状況（実運送事業者の回答）

○荷主等との価格交渉の結果、「価格改定等行った」と回答した実運送事業者は47％
（「運賃等の改定」（24.7％）、「燃料サーチャージの導入」（16.3％）、

「運賃、燃料サーチャージ以外の名目で燃料費相当分を受け取ることとした」（5.9％））

○「荷主等と価格交渉したが、改定に至らなかった」と回答した実運送事業者は11.3％
「価格交渉に応じてもらえなかった」と回答した実運送事業者は2.7％

・元請からの運賃が改定されないため。
・真荷主からもらえてないので、支払えない。
・今期の運賃が決まっているため。

荷主等への周知、広報
（国交省、トラック協会）

価格交渉したが、
改定に至らなかった主な理由

価格交渉に応じてもらえなかった

交渉に応じてもらえなかった
と回答した者への追加調査
（国交省）

原価計算セミナー
（全日本トラック協会）

適正な運賃収受のための荷主周知活動

燃料高騰による価格交渉・転嫁の状況について（R3年度輸送実態調査より）



燃油価格高騰・物価高騰等に関する九州運輸局の取組について
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⃝ Ｒ4.4.26の「原油価格・物価高騰等に関する関係閣僚会議」において、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金」が拡張され、「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」が創設されたこと受け、Ｒ4.5.9付で九州運輸
局から管内全地方公共団体に対し、運輸・観光事業者への支援依頼文書を発出。

⃝ R4.9.20付で「新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策予備費」が増設され、「電力・ガス・食料品等
価格高騰重点支援地方交付金」として交付されることとなったことを受け、R4.10.7付で九州運輸局から管内全地方公
共団体に対し、運輸・観光事業者への支援依頼文書を発出。

九州運輸局長から管内地方公共団体首長への支援依頼文書を発出

九州管内運輸支局等による地方公共団体への訪問要請 等
⃝ 各運輸支局単独、またはトラック協会と協力した地方公共団体訪問による要請活動の実施。
⃝ 支援措置の創設を検討している地方公共団体からの相談への対応。

○ 商工会議所に対し標準運賃をはじめとするトラック事業者の適正運賃収受に関する要請活動の実施。
○ 主要荷主企業を訪問のうえトラック事業者の適正運賃収受に係る要請活動の実施。
○ 荷主企業に対し労働局やトラック協会等と協力して適正運賃収受荷係る要請文書の発出。
○ 各種セミナーにおいて適正運賃収受に係る講演を実施（大分運輸支局）。

九州管内運輸支局による荷主団体や荷主企業等への要請 等

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金による事業者支援について

適正運賃収受に関する荷主企業等への要請活動について

九州管内の地方公共団体によるトラック事業者への支援措置
⃝ 九州管内の地方公共団体によるトラック事業者への支援措置は計129件（R4.10.31時点。内閣府HP掲載資料による）。



〇 国民生活や産業活動に必要な物流を安定的に確保するため、若者、女性、高齢者も含めた全ての人にとって魅

力ある「よりホワイト」な職場づくりを行う取り組み。

〇 荷主企業、トラック事業者など、関係者が連携して当該取り組みを強力に推進。

「ホワイト物流」推進運動 ～ ホワイト物流推進運動の概要 ～

国 民

[自主行動宣言企業]
※1,511社（令和4年12月末時点）

その他企業

イメージアップ↑

売上増 ・ 就職者増 価格競争回避
取引企業の増

信頼性向上↑＝ ＝

荷主企業 トラック事業者

理解・協力

ホワイト物流推進運動

理解・協力

平成30年 5月30日
「ホワイト物流」推進運動を重点施策とする 「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議政府行動計画」が決定

※ホワイト物流推進運動の取組企業が働きやすくなっていることについてPR

※トラックドライバーのうち、１０代・２０代は約１０％、６５歳以上は約９％、女性は約３％

【必須項目】

・取組方針
・法令遵守への配慮
・契約内容の明確化・遵守

推進運動のイメージ

【推奨項目】 ※企業の判断で複数項目から選択

Ａ．運送内容の見直し
Ｂ．運送契約の方法
Ｃ．運送契約の相手方の選定
Ｄ．安全の確保

（宣言が多い上位3項目）
・物流の改善提案と協力
・異常気象時等の運行の中止・中断等
・パレット等の活用

宣言内容
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荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン
（加工食品、飲料・酒、建設資材、紙・パルプ（洋紙板紙・家庭紙）物流編）について

１．ガイドライン策定の経緯
• トラック運送業においては、ドライバー不足が大きな課題となっており、トラッ
ク運送事業者、発着荷主等の関係者が連携して、取引慣行上の課題も含めてサプ
ライチェーン全体で解決を図っていくことが必要。

• 一方、個々の輸送品目ごとに抱える課題や特性に違いがあるところであり、輸送
品目別に検討を行うことが効果的。

• このため、荷待ち件数が特に多い加工食品、建設資材、紙・パルプの各分野の物
流について、課題の抽出を図るとともに、トラック運送事業者及び発着荷主が参
画して長時間労働の改善を図るため懇談会等を設置。懇談会等の検討の成果とし
てガイドラインを策定。

２．ガイドラインの構成

【まえがき】
• ガイドライン策定の経緯とトラック運送事業の現状
（１）今後のトラック運送事業の見通し、（２）トラック運送事業を取り巻く制度面の変遷、
（３）トラック運送事業の健全な発展に向けて

【本編】
• 輸送品目別物流における現状・課題、解決の方向性の整理
• 取引環境と長時間労働の改善に向けた具体的な取組み事例等

【あとがき】
• 輸送品目別物流における今後の取組みの方向性

加工食品、飲料・酒物流編

紙・パルプ(洋紙・板紙分野)物流編

建設資材物流編

紙・パルプ(家庭紙分野)物流編
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品目 主な課題 解決方策 今後の取組の方向性

加工食品、
飲料・酒

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000230.html

• 「１／３ルール」、年月日表示の賞味期限
等業界特有の慣習が存在

• 多種多様な製品サイズが存在
• 飲料における夏期の物流波動
⇒複雑かつ長時間にわたる検品作業
⇒長時間にわたる荷役作業

• 賞味期限の年月表示化等による仕分け作
業等の効率化

• ＡＳＮやQRコード等の活用による伝票情
報等の電子化

• 附帯作業の見える化

• パレットサイズや外装サイズの統一、外装
表示の標準化

• 事前出荷情報の提供と伝票情報の電子化
の組み合わせ等によるノー検品の実現

• 附帯作業の軽減

• 物流標準化アクションプランに沿った標準
化の取組の推進

建設資材 https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000216.html

• 天候や道路事情等により計画どおりに搬
出入が進まないことが日常的

⇒トラックの荷待ちへの関心が薄い

• 多種多様な製品を邸別に仕分け
⇒複雑かつ長時間にわたる検品作業

• 工事現場での事前の段取りをデジタル化
したうえで「見える化」&「精緻化」し、関係
者の円滑な情報共有を推進

• 運送と荷役の分離の推進

• 複数のユーザーが一貫して活用できる標
準コードを導入し、入出荷検品を目視から
電子化

• 元請業者による物流へのマネジメントの強
化

• 伝票情報や物流情報を現場が容易にアク
セスできる環境整備を促進

紙・パルプ
（洋紙・板紙）

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000214.html

• 製品での差別化ができず、不十分なリード
タイムや少量多頻度納品、附帯作業等の
差別化による受注競争の商習慣が定着

⇒低積載率での運行
⇒附帯作業の実施による長時間労働

• 発着荷主を含めた関係者間で十分な協議
を行い、リードタイムや少量多頻度納品の
緩和、平準化、附帯作業の軽減等の対策
を実施

• 発注者の製造計画等を関係者で共有化・
見える化する取り組みを推進

• サプライチェーンにおける物流コストの適
正な負担

• 共同保管・共同輸送の実現に向けた取組
みの推進

• 荷役の機械化を推進

紙・パルプ
（家庭紙）

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000215.html

• 製品単価が安価であるため、パレット化の
ための投資が進まない

⇒手荷役による長時間労働

• 製品が安価かつ嵩張るため、小売りの物
流センターでは取り扱われず、かつ、小売
店舗での保管も困難

⇒家庭紙のみを少量多頻度で毎日納品

• 発着荷主の連携によるパレット化

• 物流負荷を軽減させるコンパクト製品の切
替

• サプライチェーンにおける物流コストの適
正な負担

• 「手積み手卸しの解消」を共通認識に、パ
レット化の早急な促進

• 消費者へ製品メリットの積極的な周知を行
うなど、コンパクト製品の普及促進

品目別各ガイドラインの概要
（令和２年５月２９日公表、令和3年4月27日「加工食品」を「加工食品、飲料・酒」に改訂）
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輸送品目別ガイドライン策定の今後の展開

ガイドラインの今後の展開

加工食品、飲料・酒物流編 紙・パルプ(洋紙・板紙分野)物流編建設資材物流編 紙・パルプ(家庭紙分野)物流編

これまでも荷主団体や運送事業者向けの説明会等の場を活用してガイドラインの周知等を実施。

今後、以下のような取組を進めることにより荷主・運送事業者双方に対する施策の浸透を図る。

①国土交通省のほか、荷主所管省庁、荷主企業、運送事業者等により構成される、中央及び全国４７都道府県に設置

した「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」によるフォローアップ。

②物流総合効率化法の支援等も活用しつつ、それぞれのサプライチェーンの事業者を対象とした各企業における具体

的な取り組みを支援・促進。

③国土交通省の既存のリソースなども活用しながら、広告活動やセミナーを開催するなどガイドラインの普及啓発・

情報発信の実施。
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（正式名称：「運転者職場環境良好度認証制度」）

認証実施団体の「一般財団法人日本海事協会（Ｃｌａｓｓ
NK）」が受付、審査及び認証手続きを実施。

※ 書類確認、審査委員会による審査の上、認証を実施
※ 関係書類の保存義務、無作為抽出での事後確認あり
※ 審査料： 55,000円（税込）／１申請あたり

（インターネットによる電子申請の場合、33,000円（税込）に割引。
電子申請による一つ星の継続申請の場合、16,500円（税込）に割引。）

※ 登録料： 66,000円 （税込）／１申請あたり

評価制度の創設により、職場環境改善に向けた各事業者の取り組みを「見える化」。
求職者のイメージ刷新を図り、運転者への就職を促す。また、更なる改善取り組みを促すことで、より働きやすい労働環境の
実現や安定的な人材の確保を図る。
認証を取得した事業者のより高い水準への移行を促すため、これまでの「一つ星」に加えて令和４年度から新たに「二つ星」
の申請を受け付ける。

中小事業者による申請を容易にし、取組みの円滑な
浸透、普及を図る観点から、
① 法令遵守等
② 労働時間・休日
③ 心身の健康
④ 安心・安定
⑤ 多様な人材の確保・育成
⑥ 自主性・先進性等

の６分野について、基本的な取組要件を満たせば、
認証を取得可能。
※⑥は二つ星のみ。一つ星では参考点として点数化。

トラック事業者 ２,３２０社

バス（貸切・乗合）事業者 ２１８社

タクシー事業者 ７４０社

合 計 ３,２７８社

一つ星継続・二つ星新規の受付期間 ： 令和4年12月16日～令和5年月15日
一つ星新規（追加募集）の受付期間 ： 令和４年９月16日～11月15日
認証事業者の公表（上記受付期間分） ： 令和５年６月以降順次

※令和４年９月16日～11月15日の一つ星新規受付分については令和５年３月以降順次認証事業者を公表。

厚生労働省と連携し、ハローワークにおける求人票への認証マークの
表示や、認証事業者と求職者のマッチング支援を実施。

求人エージェント等の認定推進機関の協力を得て、「求人サイトに認証
事業者の特集ページの掲載」、「設備改修工事の料金割引」等も実施中。

令和４年度第２次補正予算による補助金における認証事業者の優遇等
の措置や、「二つ星」・「三つ星」の認証事業者のうち対面での審査を
行った営業所については、長期間、監査を実施していないことを端緒と
した監査の対象から除外することができる規定の整備も実施予定。

自動車運送事業のための 「働きやすい職場認証制度」 の概要

＜認証マーク＞

１．認証の審査要件

２．申請方法 ５．認証取得によるインセンティブ

４．スケジュール（予定）

３．一つ星認証事業者数 令和４年８月２日現在

一つ星 二つ星

18



大雪等の異常気象時における荷主への周知・連絡体制の構築

異常気象等を理由に貨物運送の運行経路の変更や運行中止等を行う場合には荷主の理解が不可欠であ
り、荷主所管省庁である経済産業省や農林水産省と連携し、荷主に対して以下の体制により情報の周知
や要請を行っている。

１．季節的な周知・要請

〇降積雪期や出水期を迎える前に、降積雪期等における注意事項に関する文書を発出。

２．緊急的な周知・要請

①大雪や大雨などの予報・警報を超える異常気象の予測に基づき気象庁が緊急発表を行う場合や、
高速道路・幹線国道の通行止め情報などを事前に入手した場合には、関係省庁を経由して荷主団
体等へ情報提供を実施するとともに、運行経路の変更、運行の中止等を認めるなど柔軟な対応を
要請。

②予め運送に支障を来すことが予想される場合には、在庫の積み増しや、運行可能域内での物資の
融通を行うよう要請。

【周知・要請体制】

国土交通省
中央協議会(※)委員
所管荷主団体等

経済産業省
農林水産省

荷主企業など
の傘下企業

連携

情報提供

周知・
要請

情報提供

周知

情報提供

※運送事業者や荷主団体（経団連や日商など）、
関係省庁等により構成され、主に自動車局
貨物課が運営する会議体 19



台風等の異常気象時における輸送の目安の設定

20

昨今の台風等異常気象時において、トラック運送事業者が輸送の安全を確保することが困難な状況下
で荷主が輸送を強要し、トラックが横転や水没するような事態が生じている。

このような状況を受け、(公社)全日本トラック協会より、異常気象時に輸送の拒絶や中止することが
可能となるような基準を策定するよう要請があり、令和２年２月２８日付けで通達を発出。

【通達の概要等】

気象庁が作成する風速や雨量により車両等へ与える影響度合いを示す資料等を基に、気象状況に
応じた輸送可否の判断を行うための目安を提示。

荷主団体に対して、輸送の安全の確保が困難な状況下での輸送依頼を抑制するよう、傘下会員へ
の周知を依頼。

＜異常気象時に輸送する際の目安＞ ＜気象庁作成の資料＞



21

九州運輸局における取組の紹介 ～各種セミナーの開催～

人材不足に直面しているトラック業界の働き手不足について、
潜在的求職者の掘り起こしを図るため、九州運輸局・福岡労
働局・福岡県トラック協会と共同により、ハローワークへの求
職者を対象に実際に使用しているトラックへの試乗及び運送
事業者との対話の機会となるセミナーを開催。

【概要】
開催日時：令和４年９月３日(土)
場所：九州運輸局福岡運輸支局
・【参加者数】求職者28名

【参加企業数】3社
【試乗車両】 4両 （10t：1両，4t：2両，2t：1両）

（セミナーの様子）
（試乗体験の様子）

九州運輸局では、（公財）九州運輸振興センター・九州トラッ
ク協会・九州長距離フェ リー協議会との共催により、トラック

事業の労働環境改善や内航海運の安定輸送の確保を目的
として「海上モーダルシフト利用促進セミナー」を開催。

【概要】
開催日時：令和４年１０月１１日(火)
場所：オリエンタルホテル福岡
・海運事業者による航路サービス説明
・海運事業者とトラック事業者との個別相談会
・【参加者数】海運事業者11社、トラック事業者36社

トラック運転者確保のための
「トラックのお仕事セミナー」

「海上モーダルシフト推進セミナー」

（個別相談会の様子）



【参考】持続可能な物流の実現に向けた検討会 中間取りまとめ（案）

22

⃝ 物流の2024年問題に係る働き方改革、カーボンニュートラルへの対応など物流には大きな変革が求められている。
⃝ 物流を停滞・途絶させないため、物流に関わる物流事業者・荷主企業・消費者といった関係者がそれぞれの役割を再考し、
物流が直面している諸課題の解決に向けた取組が不可欠。

⃝ このため、有識者・関係団体・関係省庁を構成員とする検討会を立ち上げ、諸課題の解決に向けた検討を開始。
⃝ 開催状況：第1回(R4.9.2)、第2回(R4.10.6)、第3回(R4.11.11)、第4回(R4.12.13)、第5回(R5.1.17)

検討会の趣旨・目的

現状と課題
⃝ 2024年問題の影響により輸送能力の14.2％が不足することが見込まれる。（※九州では19.1％）
⃝ 物流プロセスにおける非効率な商慣習や多重下請構造の是正による契約条件の明確化や取引の適正化が必要。
⃝ 荷主企業における意識改革や消費者の理解醸成、共同輸配送による積載率の向上等による物流ＤＸの推進が必要。

○ 物流に係る荷主企業や消費者の意識改革の検討。
○ 発・着荷主企業、物流事業者それぞれの事業者に対する計画的な物流改善を促す措置、契約条件の明確化、多重下
請構造の是正、商取引における物流コストの可視化を促進する施策の検討。

○ 物流標準化・効率化の推進に向けたＤＸ化、モーダルシフト促進等のための措置を検討。

課題を踏まえた政策の方向性

(参考)持続可能な物流の実現に向けた検討会(経済産業省HP)https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/sustainable_logistics/index.html

事務局（経済産業省・国土交通省・農林水産省）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和３年度標準的な運賃に係る実態調査

【資 料】



令和３年度標準的な運賃に係る実態調査①

１． 調査目的
令和2年4月の「標準的な運賃」の告示後、浸透状況を含む実態等の把握を行うことを目的に国土交通省が実施

２．調査期間：
令和4年1月28日～令和4年3月31日

３．調査対象
１）一般貨物自動車運送事業者 回答数 2,406 票
２）荷主 回答数 71 票

１

北海道運輸局
3%

東北運輸局
4%

関東運輸局
37%

北陸信越運輸局
4%

中部運輸局
17%

近畿運輸局
14%

中国運輸局
6%

四国運輸局
4%

九州運輸局
11%

沖縄総合事務局
0%

荷主

北海道運輸局
6%

東北運輸局
12%

関東運輸局
22%

北陸信越運輸局
7%

中部運輸局
26%

近畿運輸局
8%

中国運輸局
4%

四国運輸局
5%

九州運輸局
9%

沖縄総合事務局
1%

運送事業者

所在地域（運輸局）



令和３年度標準的な運賃に係る実態調査②

2

標準的な運賃の認知状況

知っていた
96%

知らなかった
4%

運送事業者

知っていた
92%

知らなかった
8%

荷主



23%

49%

2%

26%

金額や原価計算の方法などすべて理解している
「標準的な運賃」の金額についてのみ理解している
原価計算の方法についてのみ理解している
「標準的な運賃」という名称のみ知っている・聞いたことがある
その他

荷主

令和３年度標準的な運賃に係る実態調査③

3

標準的な運賃の認知内容

33%

43%

4%

20%

0%

金額や原価計算の方法などすべて理解している

「標準的な運賃」の金額についてのみ理解している

原価計算の方法についてのみ理解している

「標準的な運賃」という名称のみ知っている・聞いたことがある

その他

事業者



17.0%

34.5%

48.5%

標準的な運賃を提示している

標準的な運賃を考慮した自社運賃を提示している

新たな運賃は提示していない（既存の自社運賃を
継続）

令和３年度標準的な運賃に係る実態調査④
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原価計算の実施状況



17%

35%

48%

標準的な運賃を提示している

標準的な運賃を考慮した自社運賃を提示している

新たな運賃は提示していない（既存の自社運賃を継続）

荷主への運賃提示状況

31%

1%

68%

標準的な運賃を提示されたことがある

標準的な運賃を考慮した運賃を提示されたことがある

標準的な運賃、標準的な運賃を考慮した運賃のどちらも提示されたことがある

新たな運賃は提示されたことはない（既存の運賃を継続）

事業者からの運賃提示状況

令和３年度標準的な運賃に係る実態調査⑤

5

運賃の提示状況



令和３年度標準的な運賃に係る実態調査⑥

6

新たな運賃提示への対応

6%

27%

40%

25%

2%

理解を得られた 一定の理解を得られた
現在交渉中 理解を得られなかった
その他

荷主の対応

19%

43%

24%

9%
5%

新たな運賃を受け入れた
新たな運賃について一定程度受け入れた
現在交渉中
受け入れられなかった
その他

事業者への対応



令和３年度標準的な運賃に係る実態調査⑦

7

燃料サーチャージ

48%52%

別途規定している
規定していない

荷主

40%

60%

別途規定している
規定していない

事業者



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中継輸送の普及・実用化に向けた取組みについて



時間外労働規制の見直し

1



中継輸送とは

時間外労働規制の適用等によるドライバー不足（2024年問題）を見据え、中継輸送の普及・実用化を推進。

国土交通省「中継輸送の実施に当たって（実施の手引）」

■輸送方式

○トレーラー・トラクター方式（ヘッド交換方式）
・中継拠点でトラクターの交換をする方式。

・牽引免許を持っている運転者同士で行う事が必要だが、貨物積替
方式に比べて短時間の作業で済む。

○貨物積替え方式
・中継拠点で貨物を積み替える方式。中継拠点での積替作業が必要
となる。
・貨物の積替ではなく、荷台を交換する場合もある。

○ドライバー交替方式
中継拠点でトライバーが交替する方式。

中継輸送
ドライバーの拘束時間短縮を目的として、１つの輸送行程を複数のドライバーで分担し
貨物を輸送する輸送形態。

例） 中継拠点

1泊2日運行
（車中泊）

片道約300km
日帰り運行可

片道約300km
日帰り運行可

大阪の拠点など 東京の拠点など

片道
約600km

大阪の拠点など 東京の拠点など

名古屋など

2



中継輸送拠点・中継輸送実証実験

〇スマートICが設置された新東名・浜松SAに隣接
する中継物流拠点をNEXCO中日本と民間事業者
が共同で整備。（H30年9月～事業開始）

コネクトエリア浜松（静岡県）

8 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 114 ・ ・ ・ ・ 9

浜松SA
スマートIC(下)

浜松SA
スマートIC(上)

浜松SA(下)

CA浜松

名古屋方面

浜松SA(上)

東京方面

浜松SA(下)

出入口

【全 景】

【駐車場詳細】

20m
75m

予

備

8 ・ ・ ・ ・ ・ 114 ・ ・ ・ 9

15 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 30
一

時

退

避

場

所

バースNo.9~14
全長：26m

バースNo.1~8,15~30
全長：20m

（出典）NEXCO中日本

【位置図】

【ヘッド交換方式】
枝幸町

片道
約200km

札幌市

片道
約100km

〇関西-九州間の中継輸送拠点ニーズ把握・効果検証のため、
両地域の中間に位置する宮島SAにおいて中継輸送の実証実験
を実施。（R4年2月～3月）

山陽自動車道 宮島SA（広島県） 道の駅もち米の里☆なよろ（北海道）

○幹線道路（国道40号）沿いに立地し、大型の駐車スペースや
休憩機能等を有する「道の駅」を拠点とした実証実験を実施。

（R3年11月、R4年11月）

近畿

宮島SA

【ドライバー交替方式】片道
約300km

片道
約300km

九州

3



0 10 20

中継

輸送

単独

輸送

関西⇒九州⇒関西

関西⇒宮島SA⇒関西

山陽自動車道 宮島SA（広島県）での実験（R4.2～R4.3）

トラックドライバー
・日帰りが可能となり、車中泊の負担が軽減された。
・ぜひ導入してほしい。
・中継待ち合わせ時間のロス短縮が課題。

0 10 20

中継

輸送

単独

輸送
15時間 15時間

7時間 9時間

九州⇒宮島SA⇒九州

九州⇒関西⇒九州

ドライバーが交替する

関
西
方
面
（
大
阪
・
兵
庫
）

中継拠点・宮島SA中継輸送

通常輸送 日帰り困難

日帰りが
可能に 日帰りが

可能に

日帰り困難

九
州
方
面
（
福
岡
）

運送事業者
・日帰りが可能になる。
・IC周辺に駐車施設やドッキング場を整備してほしい。

概要

結果と参加企業・ドライバーの声

ドライバーの
拘束時間削減

トラックドライバー
一般車両と分離した動線や専用の駐車スペース、トレーラーや
ヘッドの一時保管スペースがあるとよい。

道の駅「なよろ」(北海道)での実験（R3.11）

運送事業者
働き方改革のため中継輸送は必要不可欠。安定的なサービスの
提供のため各地域にある道の駅を活用した輸送方法は今後極め
て重要になると思う。

0 5 10 15

中継

輸送

単独

輸送

0 5 10 15

中継

輸送

単独

輸送
13.5時間 13.5時間

8.5時間 7.5時間

札幌⇒名寄⇒札幌 枝幸⇒名寄⇒枝幸

札幌⇒枝幸⇒札幌 枝幸⇒札幌⇒枝幸

B.枝幸→札幌→枝幸札幌市

枝幸町札幌市

C.札幌→名寄→札幌 D.枝幸→名寄→枝幸

A.札幌→枝幸→札幌

ドライバーの
拘束時間削減

概要

結果と参加企業・ドライバーの声

枝幸町

実証実験の結果について
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「改善基準告示」の改正案の概要

5



中継輸送拠点/実証実験実施箇所

コネクトエリア浜松(静岡県)

山陽道 宮島SA(広島県)

道の駅もち米の里☆なよろ(北海道)

【概要】

駐車容量：駐車マス30台
事業主体：NEXCO中日本・遠州トラック(株)
事業開始：2018年9月12日（水）
主な中継ルート：関東-関西（約600km）

【実験概要】

日 程：2021.11.9(火)～12(金)
：2022.11.21(月)～12.18(日)

実施主体：北海道開発局、(株)ヤマト運輸 等
主な中継ルート：

札幌市-枝幸町間（約300km）

【実験概要】

日 程：2022.2.28(月)～3.11(金)
実施主体：中国地方整備局

（NEXCO西日本協力）
主な中継ルート：九州-関西間（約600km）

…実証実験

…拠点整備

至

岩
国
市
・
九
州

至

広
島
市
・
大
阪

上り

下り

N

N

画像出典元：https://hokkaido-michinoeki.jp/michinoeki/2939/
（北海道の道の駅総合サイト「もち米の里☆なよろ」）

福岡

大阪 東京

札幌

枝幸町
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中継輸送システム『コネクトエリア浜松』（静岡県浜松市）

【位置図】

【運用イメージ】

○ スマートICが設置された新東名高速道路浜松ＳＡに中継物流拠点を整備し、物流事業者の中継輸送を実施

浜松SA
スマートIC(下)

浜松SA
スマートIC(上)

浜松SA(下)

CA浜松

名古屋方面

浜松SA(上)

東京方面

浜松SA(下)

出入口

【全 景】

【駐車場詳細】

20m
75m

予

備

8 ・ ・ ・ ・ ・ 114 ・ ・ ・ 9

15 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 30
一

時

退

避

場

所

バースNo.9~14
全長：26m

バースNo.1~8,15~30
全長：20m

（出典）NEXCO中日本

【車両の稼働イメージと拘束時間】
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宮島SAにおける中継輸送実証実験の概要

九州方面(北九州)から宮島SA(上り)に到着 九州方面(福岡)へ出発

関西方面(茨木)から宮島SA(下り)に到着 関西方面(明石)へ出発

九州→関西の車両
関西→九州の車両

関西→九州の車両 九州→関西の車両

中継実施日 3月3日～4日
中継予定時間 1:30～2:00

中継便数 1便/日

区間
東行 北九州22:50発 → 明石 <概算500km>

西行 茨木20:30発 → 福岡 <概算620km>

車両 大型トラック(12m)

宮島SAで
中継を実施
引継連絡および

トラックの鍵を交換
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A.札幌→枝幸→札幌

B.枝幸→札幌→枝幸

「道の駅」を活用した中継輸送実証実験の概要

⑤④③

②

枝幸町

片道約300km（往復約13.5時間の拘束）

これまで
(単独輸送)

中継輸送

片道約100km
（往復約7.5時間の拘束）

枝幸町

片道約200km
（往復約8.5時間の拘束）

片道約300km（往復約13.5時間の拘束）

C.札幌→名寄→札幌 D.枝幸→名寄→枝幸

これまでの単独輸送と中継輸送の比較

トレーラヘッド交換の状況
①

旭川開発建設部ホームページ https://www.hkd.mlit.go.jp/as/

開始前

札幌市

札幌市
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取引適正化に向けた取組について

・取引適正化に向けた施策ツール

・価格交渉促進月間フォローアップ調査の結果について

・「パートナーシップ構築宣言」の概要

令和５年２月８日

九州経済産業局

-
テキストボックス


-
テキストボックス
参考資料



取引適正化に向けた施策ツール

①下請代金法(規制法。買いたたき、減額等を禁止。立入検査、改善指導、公取への措置請求等を実施。)
②下請振興法(望ましい取引のあり方（振興基準）を策定・公表し、親事業者等に指導・助言を実施。)

１）法律の厳正な執行

２）実態把握・相談対応
①下請Gメン（R3:120名→R4:248名）によるヒアリング（年間約4千件→年間約1万件）
②知財Gメンによるヒアリング
③全国47都道府県の下請かけこみ寺による相談対応（年間約10,000件）

①業種別ガイドライン（19業種）自主行動計画（19業種・52団体）
②価格交渉促進月間(9月､3月。実施後にフォローアップ調査と、その結果に基づく指導・助言）
③取引先との共存共栄を発注側企業の経営者が宣言するパートナーシップ構築宣言(1万社超)

３）業界への働きかけ

サプライチェーンが形成される中、中小企業と大企業は、同じ目標に向かって取り組む「イコール
パートナー」。得られた利益は適正に分かち合い、共存共栄を図るべき。
他方、下請中小企業は、大企業などの親事業者との関係で非常に弱い立場にあり、
一方的な価格の押しつけや買いたたきなどのしわ寄せに直面。
企業間のしわ寄せ防止や適正な価格転嫁の実現のため、下請代金法等の執行や相談体制の構
築、業界への働きかけで、取引の適正化を進める。

1



価格交渉促進月間（2022年9月）
フォローアップ調査の結果について

令和４年12月23日

中小企業庁
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フォローアップ調査の概要

①アンケート調査

○調査対象

中小企業等に、親事業者（最大3社分）との価格交渉や価格転嫁に関するアンケートの回答を依頼。業種毎の調査票の配布
先は、経済センサスの産業別法人企業数の割合（BtoC取引が中心の業種を除く）を参考にして抽出。

○配布先の企業数 15万社

○調査期間 2022年9月26日～11月9日

○回答企業数 15,195社（※回答から抽出される発注側企業数は延べ17,848社）

○回収率 10.13%（※回答企業数/配布先の企業数） （参考：2022年3月調査 13,078社 8.7%）

⚫ エネルギー価格や原材料費などが上昇する中、中小企業が適切に価格転嫁をしやすい環境を作るた
め、2021年9月より、毎年９月と3月を「価格交渉促進月間」と設定。この「月間」おいて、価格交
渉・価格転嫁を呼びかけるため、広報や講習会、業界団体を通じた価格転嫁の要請等を実施。

⚫ 上記取組の成果を確認するため、各「月間」の終了後、①アンケート調査、②下請Ｇメンによるヒアリ
ングを実施し、これらの成果を取りまとめ。

②下請Gメンによるヒアリング調査

○調査対象

地域特性や業種バランスに配慮した上で、過去のヒアリングにおいて慣習等によりコストが取引価格に反映できていない状況や発
注側企業との間で十分な価格交渉が行われていない状況等が見られた事業者等も含めて対象先を選定。

○調査期間 2022年10月17日～10月21日

○調査方法 電話調査

○ヒアリング件数 約1777社



3

１．価格交渉、価格転嫁についての
全体の状況（業種横断）



直近6ヶ月間の価格交渉の状況

問.直近６ヶ月間における貴社と発注側企業との価格交渉の協議について、御回答ください。

⚫ 「話し合いに応じてもらえた」と回答した割合は、約６割と最も高い。

⚫ 一方、「発注量の減少や取引中止を恐れ、協議を申し入れなかった」、 「協議を申し入れたが、
応じてもらえなかった」、「取引価格を減額するために、発注側企業から協議の申し入れがあった」
等の「全く交渉できていない」とする回答も、合計で約1割存在。

※前回（2022年3月の価格交渉促進月間）のフォローアップ調査とは回答項目が同一でないため、一概に比較することはで
きないが、「話し合いに応じてもらえた」とする割合は微減し、「全く交渉できていない」とする割合が微増。

①②コスト上昇分を取引価格に反映するために発注側企業に協議を申し入
れ、話し合いに応じてもらえた。もしくはコスト上昇分を取引価格に反映させる
ために発注側企業から協議の申し入れがあった。

③コストが上昇していないため、協議を申し入れなかった。

④コストは上昇しているが自社で吸収可能と判断し、協議を申し入れなかった。

⑤発注量の減少や取引中止を恐れ、協議を申し入れなかった。

⑥発注企業に協議を申し入れたが、応じてもらえなかった。

⑦取引価格を減額するために、発注側企業から協議の申し入れがあった。も
しくは協議の余地なく一方的に取引価格を減額された。

①②
③

④

⑤
⑥

⑦

4

全く交渉できていない
13.9%

n=17848



直近6ヶ月間の価格転嫁の状況【コスト全般】

問.直近６ヶ月間の全般的なコスト上昇分のうち、何割を価格に転嫁できたと考えますか。

5

⚫ 「9割、8割、7割」とする回答が最も多く、次いで「3割、2割、1割」とする回答が多い。

⚫ 受注側中小企業のコスト全体の上昇分に対して、発注側企業がどれだけ価格転嫁に応じたか
の割合を「価格転嫁率」として算出すると、46.9％。

⚫ 一方で、「全く価格転嫁できていない」とする回答は、引き続き、約２割存在。

n=17848

⑥

①

②

③④

⑤

⑦

※前回（2022年3月の価格交渉促進月間）のフォローアップ調査とは回答項目が同一でないため、一概に比較することはでき
ないが、「全く価格転嫁できていない」とする割合は減少。

17.4%

18.2%

11.9%
17.4%

16.3%

3.9%

14.9% A：10割

B：9割～７割

C：6割～4割

D：3割～1割

E：0割（費用が上昇している中、価格が据え置かれている場合等）

F：マイナス（費用が上昇したにもかかわらず、逆に減額された場合等）

G：価格改定は行われていない（費用が上昇していないため）

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤0割（費用が上昇している中、価格が据え置かれている場合等）

⑥マイナス（費用が上昇したにもかかわらず、逆に減額された場合等）

⑦コストが上昇していないため、価格改定不要

⑥

①

②

③④

⑤

⑦

全く価格転嫁できていない
20.2%

転嫁率（コスト全体）

：46.9％



10.9%

8.2%

7.8%

23.2%
26.9%

3.5%

19.4%19.5%

15.1%

11.1%

17.5%

16.4%

2.7%

17.6%

10.8%

9.6%

9.4%

18.2%26.5%

3.0%

22.5%

A：10割

B：9割～７割

C：6割～4割

D：3割～1割

E：0割（費用が上昇している中、価格が据え置か

れている場合等）

F：マイナス（費用が上昇したにもかかわらず、

逆に減額された場合等）

G：価格改定は行われていない（費用が上昇して

いないため）

全く価格転嫁
できていない
19.1%

直近6ヶ月間の価格転嫁の状況【コスト要素別】

問.直近６ヶ月間のコスト上昇分のうち、何割を価格に転嫁できたと考えますか。

6

コスト要素別にみると、原材料費は比較的価格転嫁が進んでいる一方、労務費とエネルギー
コストは価格転嫁が厳しい状況。

労務費

原材料費
エネルギーコスト

n=17848

全く価格転嫁
できていない
29.5%

全く価格転嫁
できていない
30.4%

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤0割（費用が上昇している中、
価格が据え置かれている場合等）

⑥マイナス（費用が上昇したにもかかわらず、
逆に減額された場合等）

⑦コストが上昇していないため、価格改定不要

⑥

①

②

③
④

⑤

⑦

⑥

①

②

③

④⑤

⑦

⑥

①

②

③

④
⑤

⑦

転嫁率（原材料費）
：48.1%

転嫁率（労務費）
：32.9%

転嫁率（エネルギーコスト）
：29.9%
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２．業種別の分析
（発注側企業の業種別）



価格交渉状況の業種別ランキング（価格交渉に応じた業種）

価格交渉の状況について、発注側企業の業種別に集計し、順位付けした結果は下記の表のとおり。
⚫ 価格交渉に相対的に応じている業種は、石油製品・石炭製品製造、鉱業・採石業・砂利採取業、卸売など。
⚫ 価格交渉に相対的に応じていない業種は、トラック運送、放送コンテンツ、廃棄物処理など。

【評価方法】

コスト上昇分を取引価格に反映するために発注側企業
に協議を申し入れ、話し合いに応じてもらえた。
もしくはコスト上昇分を取引価格に反映させるために発注
側企業から協議の申し入れがあった。

１０点

コストが上昇していないため、協議を申し入れなかった ５点

コストは上昇しているが自社で吸収可能と判断し、協議
を申し入れなかった

０点

発注量の減少や取引中止を恐れ、協議を申し入れな
かった

ー３点

発注企業に協議を申し入れたが、応じてもらえなかった ー７点

取引価格を減額するために、発注側企業から協議を申
し入れがあった。もしくは協議の余地なく一方的に取引価
格を減額された

ー１０点

n=17848 8

順位 業種

１位 石油製品・石炭製品製造

２位 鉱業・採石・砂利採取

３位 卸売

４位 造船

５位 機械製造

６位 食品製造

７位 繊維

８位 紙・紙加工

９位 化学

１０位 電機・情報通信機器

１１位 建材・住宅設備

１２位 金属

１３位 小売

１４位 製薬

１５位 飲食サービス

１６位 印刷

１７位 自動車・自動車部品

１８位 電気・ガス・熱供給・水道

１９位 建設

２０位 不動産・物品賃貸

２１位 情報サービス・ソフトウェア

２２位 広告

２３位 金融・保険

２４位 通信

２５位 廃棄物処理

２６位 放送コンテンツ

２７位 トラック運送

ー その他

※サンプル数が50以下の業種はその他として記載。
※業界毎の順位や数値は、各業界に属する発注側企業についての回答の点数を平均し

順位付けしたものであり、その業界における代表的企業の評価を表すものではない。

中小企業に、主要な発注側企業（最大３社）との間の、直近
６ヶ月（2022年4月～2022年9月）における価格交渉の状況に
ついて回答を依頼。得られた回答を、発注側の企業ごとに名寄
せ・単純平均した上で、その発注企業が属する業種毎に更に集
計・単純平均し、ランキング化したもの。



※サンプル数が50以下の業種はその他として記載。
※業界毎の順位や数値は、各業界に属する発注側企業についての回答の点数を平均し

順位付けしたものであり、その業界における代表的企業の評価を表すものではない。

中小企業に、主要な発注側企業（最大３社）との間で、直近
６ヶ月（2022年4月～2022年9月）のコスト上昇分のうち、何
割を価格転嫁できたか」、回答を依頼。得られた回答を、発注側
の企業ごとに名寄せ・単純平均した上で、その発注企業が属する
業種毎に更に集計・単純平均したものを「各業種の転嫁率」とし、
ランキング化したもの。

※労務費や原材料費、エネルギーの各コストについても同様。

回答欄選択肢 転嫁率

１０割 １００％転嫁できたと計算

９割 ９０％
８割 ８０％

７割 ７０％

６割 ６０％

５割 ５０％
４割 ４０％
３割 ３０％
２割 ２０％
１割 １０％

０割 ０％

マイナス ー３０％
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価格転嫁状況の業種別ランキング（価格転嫁に応じた業種）

【評価方法】

n=17848

コスト増に
対する転嫁率

各要素別の転嫁率
労務費 原材料費 エネルギー

①全体 46.9% 32.9% 48.1% 29.9%

②
業
種
別

1位 石油製品・石炭製品製造 56.2% 40.1% 52.7% 41.5%
2位 機械製造 55.5% 34.9% 57.6% 33.3%
3位 製薬 55.3% 36.7% 55.2% 40.0%
4位 造船 54.4% 37.8% 53.4% 39.3%
5位 卸売 54.2% 35.0% 53.8% 35.6%
6位 電機・情報通信機器 53.2% 35.6% 56.3% 30.1%
7位 化学 53.1% 32.3% 57.1% 31.1%
8位 建材・住宅設備 52.7% 33.4% 53.4% 32.5%
9位 鉱業・採石・砂利採取 52.0% 31.4% 44.5% 37.3%
10位 食品製造 51.2% 35.2% 54.2% 35.2%
11位 金属 49.1% 31.3% 54.5% 30.2%
12位 繊維 48.7% 34.2% 47.2% 35.0%
13位 紙・紙加工 48.5% 28.7% 48.6% 30.7%
14位 電気・ガス・熱供給・水道 47.8% 34.1% 48.9% 31.0%
15位 飲食サービス 46.9% 22.3% 50.1% 21.2%
16位 小売 46.6% 29.5% 48.0% 28.3%
17位 建設 44.8% 38.2% 45.2% 31.5%
18位 不動産・物品賃貸 44.8% 36.7% 46.9% 34.6%
19位 印刷 44.7% 22.6% 46.6% 21.6%
20位 自動車・自動車部品 43.0% 22.4% 49.8% 23.9%
21位 広告 38.9% 30.5% 46.3% 27.7%
22位 金融・保険 38.4% 28.6% 43.2% 21.7%
23位 情報サービス・ソフトウェア 37.1% 46.3% 21.1% 17.5%
24位 廃棄物処理 32.1% 30.0% 31.4% 33.0%
25位 放送コンテンツ 26.5% 39.1% 22.6% 18.1%
26位 通信 21.3% 27.2% 26.3% 17.9%
27位 トラック運送 20.6% 15.5% 17.8% 19.2%
- その他 43.1% 31.4% 42.6% 27.3%

価格転嫁の状況について、発注側企業の業種別に集計し、順位付けした結果は下記の表のとおり。
⚫ 価格転嫁に相対的に応じている業種は、石油製品・石炭製品製造、機械製造、製薬など。
⚫ 価格転嫁に相対的に応じていない業種は、トラック運送、通信、放送コンテンツなど。



３．前回（2022年3月）の

価格交渉促進月間の結果との比較
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①
②

③

④

⑤

価格交渉の状況

９月結果

①発注側企業に協議を申し込み、話し合いに応じてもらえた。
（協議の結果、価格が変更されなかった場合も含む）

②コスト上昇分を取引価格に反映させるため、発注側企業から協議を申し込まれた。

③コストが上昇していないため、発注側企業に協議を申し込まなかった。

④コストは上昇しているものの、自社で吸収可能と判断したため、
発注側企業に協議を申し込まなかった。

⑤発注量の減少や取引を断られるおそれがあること等を考慮し、
発注側企業に協議を申し込まなかった。

⑥発注側企業に協議の申し込みを行ったが、応じてもらえなかった。

⑦取引価格を減額するために、発注側企業から協議を申し込まれた。
（協議に至らない一方的な通知を含む）

①②コスト上昇分を取引価格に反映するために発注側企業に協議を申し入れ、話し
合いに応じてもらえた。もしくはコスト上昇分を取引価格に反映させるために発注側企業
から協議の申し入れがあった。

③コストが上昇していないため、協議を申し入れなかった。

④コストは上昇しているが自社で吸収可能と判断し、協議を申し入れなかった。

⑤発注量の減少や取引中止を恐れ、協議を申し入れなかった。

⑥発注企業に協議を申し入れたが、応じてもらえなかった。

⑦取引価格を減額するために、発注側企業から協議の申し入れがあった。もしくは
協議の余地なく一方的に取引価格を減額された。

⑥

３月結果

⚫ 全く交渉出来ていない企業の割合は、いずれも約１割。（本年３月時点10.0%⇒ ９月時点
13.9％）

全く交渉できていない
13.9％

⑦

n=17848

全く交渉できていない
10.0％

n=25575

問.直近６ヶ月間における貴社と発注側企業との価格交渉の状況について、御回答ください。
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９月結果３月結果

価格転嫁の状況【コスト全般】

ｎ=17848

転嫁率（コスト全体）

：41.7％

①10割

②9割～7割程度

③6割～4割程度

④3割～1割程度

⑤0割（費用が上昇している中、価格が据え置かれている場合等）

⑥マイナス（費用が上昇したにもかかわらず、逆に減額された場合等）

⑦コストが上昇していないため、価格改定不要

①

②

③

④

⑤

⑦
⑥

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤0割（費用が上昇している中、価格が据え置かれている場合等）

⑥マイナス（費用が上昇したにもかかわらず、逆に減額された場合等）

⑦コストが上昇していないため、価格改定不要

転嫁率（コスト全体）

：46.9％

ｎ=25575

全く価格転嫁できていない
20.2％

問.直近６ヶ月間の全般的なコスト上昇分のうち、何割を価格に転嫁できたと考えますか。

12

⚫ 価格転嫁率が、前回（３月）の約４割（41.7％）から５割弱（46.9％）へ増加し、全く転嫁で

きていない企業の割合が減少するなど、全体として価格転嫁の状況は好転。

全く価格転嫁できていない
22.6％



10.9%

10.8%

19.5%

8.2%

9.6%

15.1%

7.8%

9.4%

11.1%

23.2%

18.2%

17.5%

26.9%

26.5%

16.4%

3.5%

3.0%

2.7%

19.4%

22.5%

17.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エネルギーコスト

労務費

原材料費

11.1%

11.3%

18.0%

9.9%

9.6%

13.2%

7.4%

6.9%

8.6%

18.9%

17.5%

20.8%

31.7%

32.3%

20.9%

1.4%

1.5%

1.3%

19.5%

21.0%

17.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エネルギーコスト

労務費

原材料費

10割

9割～7割程度

6割～4割程度

3割～1割程度

0割

マイナス

コストが上昇していないため、価格改定の必要性なし

全く価格転嫁できていない 33.1％

ｎ=25575全く価格転嫁できていない 22.2％

全く価格転嫁できていない 33.8％

全く価格転嫁できていない 19.1％

全く価格転嫁できていない 29.5％

全く価格転嫁できていない 30.4％

ｎ=17848

①10割

②9割～7割程度

③6割～4割程度

④3割～1割程度

⑤0割（費用が上昇している中、価格が据え置かれている場合等）

⑥マイナス（費用が上昇したにもかかわらず、逆に減額された場合等）

⑦コストが上昇していないため、価格改定不要

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤0割（費用が上昇している中、価格が据え置かれている場合等）

⑥マイナス（費用が上昇したにもかかわらず、逆に減額された場合等）

⑦コストが上昇していないため、価格改定不要

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

９月結果

⚫ 原材料費の価格転嫁の状況は好転。（ 本年３月44.2%⇒ ９月48.1％ ）

⚫ 他方で、労務費、エネルギーコストは、３月時点に引き続き、転嫁が比較的進んでいない状況。

転嫁率：44.2％

転嫁率：32.3％

転嫁率：32.4％

３月結果

転嫁率：48.1%

転嫁率：32.9%

転嫁率：29.9%

原材料費 原材料費

労務費 労務費

エネルギーコスト エネルギーコスト

価格転嫁の状況【コスト要素別】
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価格交渉促進月間（2022年3月）のフォローアップ調査概要】

中小企業に、主要な発注側企業（最大３社）との間で、直近
６ヶ月（2021年10月～2022年３月）のコスト上昇分のうち、
何割を価格転嫁できたか」、回答を依頼。得られた回答を、発注
側の企業ごとに名寄せ・単純平均した上で、その発注企業が属す
る業種毎に更に集計・単純平均したものを「各業種の転嫁率」と
し、ランキング化したもの。

※労務費や原材料費、エネルギーの各コストについても同様。

（参考）前回（2022年3月）の価格転嫁状況の業種別状況（価格転嫁に応じた業種）

⚫ 前回（2022年３月）の価格交渉促進月間における価格転嫁率は、全体の平均で約４割。
⚫ 業種別には、相対的に転嫁に応じている業種は、化学、機械製造、金属。相対的に転嫁に応じてい

ない業種は、トラック運送、通信、廃棄物処理。

コスト増に
対する転嫁

率

各要素別の転嫁率

労務費 原材料費 エネルギー

①全体 41.7％ 32.3％ 44.2％ 32.4％

②
業
種
別

1位 化学 50.1% 37.6% 55.9% 38.7%
2位 機械製造 47.7% 32.7% 53.2% 32.9%
3位 金属 46.2% 33.7% 52.2% 35.2%
4位 食品製造 45.3% 34.9% 47.0% 35.1%
5位 電機・情報通信機器 45.1% 31.1% 50.0% 32.0%
6位 建材・住宅設備 44.3% 33.6% 44.9% 33.3%
7位 紙・紙加工 44.0% 32.2% 46.0% 32.1%
8位 卸売 43.9% 32.2% 44.7% 34.2%
9位 石油製品・石炭製品製造 42.6% 34.5% 46.1% 38.5%
10位 造船 42.0% 28.7% 42.4% 31.2%
11位 飲食サービス 41.7% 28.8% 43.4% 29.5%
12位 建設 41.4% 37.5% 42.1% 35.4%
13位 繊維 41.3% 29.9% 44.4% 31.8%
14位 印刷 40.6% 29.8% 42.9% 30.0%
15位 小売 39.7% 30.8% 40.2% 31.8%
16位 広告 39.2% 32.4% 46.0% 34.0%
17位 自動車・自動車部品 38.5% 21.5% 50.2% 23.6%
18位 製薬 38.0% 28.3% 33.5% 31.5%
19位 情報サービス・ソフトウェア 37.6% 35.5% 31.2% 28.8%
20位 鉱業・採石・砂利採取 36.8% 30.6% 39.9% 33.0%
21位 電気・ガス・熱供給・水道 36.6% 30.4% 37.6% 30.1%
22位 不動産・物品賃貸 35.9% 29.8% 36.8% 30.3%
23位 金融・保険 34.2% 26.9% 34.0% 27.1%
24位 放送コンテンツ 32.7% 31.8% 24.2% 25.4%
25位 廃棄物処理 29.9% 29.9% 29.6% 29.1%
26位 通信 23.3% 19.4% 25.3% 17.7%
27位 トラック運送 17.6% 14.7% 16.0% 17.3%
- その他 36.9％ 30.4% 37.7% 30.0%

※サンプル数が50以下の自主行動計画策定業種（航空宇宙、警備）は除く。
※業界毎の順位や点数は、各業界に属する発注側企業についての回答の点数を平均し

順位付けしたものであり、その業界における代表的企業の評価を表すものではない。

回答欄選択肢 転嫁率

１０割 １００％転嫁できたと計算

９割～７割程度 ８０％

６割～４割程度 ５０％

３割～１割程度 ２０％

０割 ０％

マイナス ー３０％

14n= 25,575



４．業種別の分析

（受注側中小企業の業種別）

15



受注側中小企業の視点での価格交渉、転嫁の状況

今回（２０２２年９月）の価格交渉月間からは、業種ごとに、受注側中小企業が発注側企業に対し
て交渉、転嫁して貰えたかについても調査・集計を実施。

発注側企業a
広告

発注側企業b
流通

発注側企業c
製造業

発注側企業d
製造業

受注側中小企業A
紙・紙加工業

受注側中小企業X
機械製造業

受注側中小企業B
紙・紙加工業

・・・

・・・

例）紙・紙加工業に属する受注側企業が、様々な業種の発注側企業に対して価格交渉、価格転嫁できたか

交渉10点
転嫁6点

交渉8点
転嫁4点

交渉4点
転嫁2点

【紙・紙加工業】 交渉点数→(10+2+3+8)÷4=5.75
転嫁点数→(6+2+1+4)÷4=3.25

交渉10点
転嫁6点

交渉2点
転嫁2点

交渉8点
転嫁4点 交渉4点

転嫁2点

交渉2点
転嫁2点

交渉3点
転嫁1点

交渉3点
転嫁1点

発注側企業aに
対する評価

・・・

交渉8点
転嫁4点

交渉８点
転嫁４点
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業種別の価格交渉ランキング（価格交渉を要請して、応じてもらえた業種）

価格交渉の状況について、受注側企業の業種別に集計し、順位付けした結果は下記の表のとおり。
⚫ 価格交渉が相対的にできている受注側企業の業種は、紙・紙加工、卸売、機械製造など。
⚫ 価格交渉が相対的にできていない受注側企業の業種は、放送コンテンツ、廃棄物処理、通信など。

n=17848

※サンプル数が50以下の業種はその他として記載。
※業界毎の順位や点数は、各業界に属する受注側企業についての回答の点数を平均し順位付けした
ものであり、その業界における代表的企業の評価を表すものではない。

順位 業種

１位 紙・紙加工

２位 卸売

３位 機械製造

４位 繊維

５位 化学

６位 小売

７位 建材・住宅設備

８位 食品製造

９位 金属

１０位 電機・情報通信機器

１１位 印刷

１２位 鉱業・採石・砂利採取

１３位 電気・ガス・熱供給・水道業

１４位 建設

１５位 広告

１６位 情報サービス・ソフトウェア

１７位 自動車・自動車部品

１８位 不動産・物品賃貸

１９位 トラック運送

２０位 通信

２１位 廃棄物処理

２２位 放送コンテンツ

ー その他

17

【評価方法】

コスト上昇分を取引価格に反映するために発注側企業
に協議を申し入れ、話し合いに応じてもらえた。
もしくはコスト上昇分を取引価格に反映させるために発注
側企業から協議の申し入れがあった。

１０点

コストが上昇していないため、協議を申し入れなかった ５点

コストは上昇しているが自社で吸収可能と判断し、協議
を申し入れなかった

０点

発注量の減少や取引中止を恐れ、協議を申し入れな
かった

ー３点

発注企業に協議を申し入れたが、応じてもらえなかった ー７点

取引価格を減額するために、発注側企業から協議を申
し入れがあった。もしくは協議の余地なく一方的に取引価
格を減額された

ー１０点

中小企業に、主要な発注側企業（最大３社）との間の、直近
６ヶ月（2022年4月～2022年9月）における価格交渉の状況に
ついて回答を依頼。得られた回答を、受注側企業が属する業種毎
に集計・単純平均し、ランキング化したもの。



業種別の価格転嫁ランキング（価格転嫁を要請して、応じてもらえた業種）

※サンプル数が50以下の業種はその他として記載。
※業界毎の順位や点数は、各業界に属する受注側企業についての回答の点数を平均し

順位付けしたものであり、その業界における代表的企業の評価を表すものではない。

コスト増に
対する転嫁率

各要素別の転嫁率

労務費 原材料費 エネルギー

①全体 46.9% 32.9% 48.1% 29.9%

②
業
種
別

1位 卸売 64.6% 37.3% 65.2% 38.7%

2位 紙・紙加工 61.8% 33.9% 61.5% 34.3%

3位 小売 57.4% 36.2% 57.7% 35.1%

4位 機械製造業 55.7% 37.8% 58.2% 36.1%

5位 建材・住宅設備 52.7% 32.8% 54.7% 30.4%

6位 電機・情報通信機器 52.3% 34.5% 55.0% 27.4%

7位 化学 51.4% 26.8% 59.8% 26.8%

8位 金属 51.0% 28.5% 58.0% 28.3%

9位 繊維 48.4% 31.8% 44.3% 33.2%

10位 広告 45.2% 35.5% 49.6% 34.5%

11位 食品製造 45.0% 32.5% 48.1% 32.9%

12位 印刷 44.8% 24.4% 47.1% 23.2%

13位 建設 44.6% 40.1% 45.1% 33.0%

14位 鉱業・採石・砂利採取 39.0% 27.2% 33.5% 30.2%

15位 電気・ガス・熱供給・水道 37.5% 27.7% 43.0% 21.3%

16位 情報サービス・ソフトウェア 37.0% 45.3% 22.5% 17.6%

17位 自動車・自動車部品 35.3% 14.1% 45.7% 17.9%

18位 通信 30.7% 37.4% 33.8% 26.2%

19位 不動産、物品賃貸 29.7% 29.7% 33.4% 19.0%

20位 廃棄物処理 23.0% 20.9% 19.9% 20.8%

21位 放送コンテンツ 19.1% 30.7% 19.7% 16.8%

22位 トラック運送 18.6% 15.4% 13.1% 20.5%

- その他 41.6% 33.5% 39.9% 27.8%

回答欄選択肢 転嫁率

１０割 １００％転嫁できたと計算

９割 ９０％
８割 ８０％
７割 ７０％
６割 ６０％
５割 ５０％

４割 ４０％

３割 ３０％
２割 ２０％

１割 １０％

０割 ０％

マイナス ー３０％

n=17848

【評価方法】
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価格転嫁の状況について、受注側企業の業種別に集計し、順位付けした結果は下記の表のとおり。
⚫ 価格転嫁に相対的に応じてもらえている業種は、卸売、紙・紙加工、小売など。
⚫ 価格転嫁に相対的に応じてもらえていない業種は、トラック運送、放送コンテンツ、廃棄物処理など。

中小企業に、主要な発注側企業（最大３社）との間で、直近
６ヶ月（2022年4月～2022年9月）のコスト上昇分のうち、何
割を価格転嫁できたか」、回答を依頼。得られた回答を、受注側
企業が属する業種毎に集計・単純平均したものを「各業種の転嫁
率」とし、ランキング化したもの。

※労務費や原材料費、エネルギーの各コストについても同様。
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受注側企業のコスト構造について

問.発注者に納める主な製品・サービスの原価・コストを以下の４つの費目に分けた場合（①労務費、②原材料価格、③エネ
ルギーコスト、④その他の費用）、それぞれの費目は、コスト全体の約何割ずつになりますか。

n=17848※回答者にて必ずしも各費目の合計が100％となるよう回答していないため、業種ごとに各費目の合計を足し上げても100％にはならない。

業種 原材料費 労務費 エネルギーコスト その他の費用

卸売 63.4% 20.5% 15.1% 14.6%

紙・紙加工 49.2% 27.7% 14.4% 14.2%

小売 55.8% 21.1% 16.7% 14.8%

機械製造業 40.6% 36.0% 14.9% 17.2%

建材・住宅設備 50.7% 29.7% 15.8% 13.4%

電機・情報通信機器 40.9% 37.9% 12.5% 14.5%

化学 43.3% 30.7% 17.2% 15.2%

金属 41.3% 32.8% 16.4% 17.3%

繊維 36.7% 32.0% 17.8% 15.0%

広告 42.3% 37.8% 11.5% 24.7%

食品製造 47.2% 26.8% 18.5% 16.6%

印刷 42.3% 31.4% 15.1% 14.5%

建設 33.7% 44.2% 15.2% 16.7%

鉱業・採石・砂利採取 35.8% 23.1% 26.6% 20.9%

電気・ガス・熱供給・水道 37.4% 41.9% 18.2% 16.9%

情報サービス・ソフトウェア 10.2% 74.9% 5.0% 12.7%

自動車・自動車部品 39.3% 34.0% 14.8% 16.3%

通信 22.1% 52.5% 10.0% 12.2%

不動産、物品賃貸 26.6% 31.2% 10.4% 26.9%

廃棄物処理 23.7% 34.0% 23.9% 19.8%

放送コンテンツ 12.8% 61.1% 11.5% 14.6%

トラック運送 19.0% 39.4% 27.4% 17.8%

今回は、受注側中小企業に対してコスト構造（原材料費、労務費、エネルギーコスト、その他の費用の比率）も調査。
⚫ 全体として、「原材料費」（卸/小売においては商品仕入れ費）、「労務費」の割合は、「エネルギー」、「その他の費用」に

比して高く、業種ごとのばらつきも大きい。また、「原材料費」が高い業種ほど、価格転嫁率が高い傾向にある。



【参考】

業種別の結果

（価格交渉月間アンケート調査及び下請Ｇメンヒアリングの結果）
※資料上の業種は発注側事業者の業種
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トラック運送

＜下請Gメンヒアリング等による生声＞

〇2022年9月に価格改定要請をおこない、燃料費及び労務費ともに改定された。

〇初夏に取引先よりガソリン代の値上がり分について認めるという申し出があった。また、残業代についても、口頭での申し入れにより10％
程度の値上げを認めてくれた。

〇2022年秋に、燃料費をはじめとしたコスト上昇分の値上げ要請を行い、現在は取引先からの回答を待っている。ある程度は認めても
らえる見通し。

▲3年前より運賃が上がっていないこともあり、夏にガソリン代、労務費の値上げを口頭により求めたが、一切相手にしてくれず、何％アップ
という話までいかない。取引先からの残業代は、時間単価で最低賃金を下回っており、不足分は自社が負担している。荷主からの運
賃が厳しいため自社への付帯業務料や料金を削減しようとする。運賃を下げられることもある。

▲2022年春より運送価格が改定されたが、改定価格も10％程度上乗せ価格で、なぜその金額になのか全く理解できない金額である。
ただ「価格の見直しをしました」だけの内容で、軽油価格の上昇分が全く転嫁出来ない。労務費等その他の経費の反映も出来ない。

▲燃料代高騰分を2022年春に交渉。回答がなかなか届かず、数回電話もしたが「上司と相談する」等で、結局回答はなかった。

▲2022年夏月頃に取引先から燃料サーチャージを導入すると連絡があった。実際に支払われる金額が、元々の取引金額に関係なく毎
月増減して、説明を求めても「わからない」「教えられない」と繰り返すだけ。燃料サーチャージ料金の根拠も、いつまで支払ってもらえるか
もわからず、委託先への配分もできず困っている。

【凡例】 ○：よい事例、▲：問題のある事例

10割

9割、8割、7割

6割、5割、4割

3割、2割、1割

0割（費用が上昇している中、
価格が据え置かれている場合等）

マイナス（費用が上昇したにも
かかわらず、逆に減額された場合等）

コストが上昇していないため、
価格改定不要 n=382

転嫁率：20.6％

コスト上昇分を取引価格に反映するために発注側企業に協議を
申し入れ、話し合いに応じてもらえた。もしくはコスト上昇分を取引
価格に反映させるために発注側企業から協議の申し入れがあった。

コストが上昇していないため、協議を申し入れなかった。

コストは上昇しているが自社で吸収可能と判断し、
協議を申し入れなかった。

発注量の減少や取引中止を恐れ、協議を申し入れなかった。

発注企業に協議を申し入れたが、応じてもらえなかった。

取引価格を減額するために、発注側企業から協議の申し入れが
あった。もしくは協議の余地なく一方的に取引価格を減額された。

直近6ヶ月間の価格交渉の状況 直近6ヶ月間の価格転嫁の状況【コスト全般】



「パートナーシップ構築宣言」の概要
⚫ 「パートナーシップ構築宣言」は、事業者が、取引先との共存共栄を目指し、下記に取り組むことを「代表権のあ

る者の名前」で宣言し、ポータルサイトで公表するもの。「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議」（2020年
5月）において、導入を決定。 https://www.biz-partnership.jp/

（１）サプライチェーン全体の付加価値増大と、新たな連携（IT実装、BCP策定、グリーン調達の支援等）

（２）下請企業との望ましい取引慣行（「振興基準」）の遵守、特に、取引適正化の重点5分野（①価格決定
方法、②型管理の適正化、③現金払の原則の徹底、④知財・ノウハウの保護、⑤働き方改革に伴うしわ寄せ防止）

⚫ 昨年度の成長戦略実行計画（閣議決定）において「本年度中に2,000社の宣言」を目標を掲げ、2021年
10月に目標達成。2022年6月22日に全国1万社を超え、1月10日時点で、全国18,034社が宣言。うち、
大企業（資本金3億円超）は、約1000社。九州は1,644社（福岡636 佐賀113 長崎150 熊本213
大分282 宮崎115 鹿児島135）。

✓ 【共同議長】経産大臣、経済再生担当大臣
【構成員】厚労大臣、農水大臣、国交大臣、官房副長官（衆・参）、日商、経団連、連合

２．未来を拓くパートナーシップ構築推進会議

✓ 第1回は2020年5月、第2回は2020年11月に開催。

✓ 第3回は2022年2月に開催。

１．ロゴマークを利用可能

２．補助金の加点
（ものづくり補助金、事業再
構築補助金、省エネ補助金等）

３．宣言を行うメリット

＜ロゴマーク＞

親会社・発注者下請け・受注者

宣言！

価格転嫁の要望等

１．宣言のイメージ

労務費・原料価格の上昇等

望ましい取引慣行

✓ 第４回は2022年10月12日に開催。
主要団体の正副会長企業の宣言状況など公表。

https://www.biz-partnership.jp/
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